
 
 
 
 
「テレワークの 適切な導入及び実施の推進のためのガイドライン」は、使用者が適切に労務管理を行い、労働者が安心して

働くことができる良質なテレワークを推進するため、テレワークの導入及び実施に当たり、労務管理を中心に、労使双方に

とって留意すべき点、望ましい取組等 を明らかにしたものです。 

＜テレワークの導入に際しての留意点＞ 

〇 テレワークの推進は、働き方改革の推進の観点にも配意して行うことが有益であり、使用者が適切に労務管理を行   

い、労働者が安心して働くことのできる良質なテレワークとすることが求められる。 

○ テレワークを円滑かつ適切に導入・実施するに当たっては、あらかじめ労使で十分に話し合い、ルールを定めておくこと

が重要である。 

＜テレワークの対象業務＞ 

○ 一般にテレワークを実施することが難しい業種・職種であっても個別の業務によっては実施できる場合があり、管理職側

の意識を変えることや、業務遂行の方法の見直しを検討することが望ましい。 

○ オフィスに出勤する労働者のみに業務が偏らないよう、留意することが必要である。 

＜テレワークの対象者等＞ 

○ テレワークの対象者を選定するに当たっては、正規雇用労働者、非正規雇用労働者といった雇用形態の違いのみを理由と

してテレワーク対象者から除外することのないよう留意する必要がある。 

○ 在宅での勤務は生活と仕事の線引きが困難になる等の理由から在宅勤務を希望しない労働者について、サテライトオフィ

ス勤務やモバイル勤務の利用も考えられる。 

＜テレワークにおける人事評価制度＞ 

○ テレワークを行う場合の評価方法を、オフィスでの勤務の場合の評価方法と区別する際には、誰もがテレワークを行える

ようにすることを妨げないように工夫を行うことが望ましい。  

○ テレワークを実施せずにオフィスで勤務していることを理由として、オフィスに出勤している労働者を高く評価すること

等も、労働者がテレワークを行おうとすることの妨げになるものであり、適切な人事評価とはいえない。 

＜テレワークに要する費用負担の取扱い＞ 

○ 個々の企業ごとの業務内容、物品の貸与状況等により、費用負担の取扱いは様々であるため、労使のどちらがどのように

負担するか等についてはあらかじめ労使で十分に話し合い、企業ごとの状況に応じたルールを定め、就業規則等において規

定しておくことが望ましい。  

＜労働時間の柔軟な取扱い＞ 

○ 労働基準法上の全ての労働時間制度でテレワークが実施可能。このため、テレワーク導入前に採用している労働時間制度

を維持したまま、テレワークを行うことが可能。一方で、テレワークを実施しやすくするために労働時間制度を変更する場合

には、各々の制度の導入要件に合わせて変更することが可能。 

○ 通常の労働時間制度及び変形労働時間制においては、始業及び終業の時刻や所定労働時間をあらかじめ定める必要がある

が、必ずしも一律の時間に労働する必要がないときには、テレワークを行う労働者ごとに自由度を認めることも考えられる。 

○ フレックスタイム制は、労働者が始業及び終業の時刻を決定することができる制度であり、テレワークになじみやすい。 

○ 事業場外みなし労働時間制は、労働者が事業場外で業務に従事した場合において、労働時間を算定することが困難なとき

に適用される制度であり、テレワークにおいて一定程度自由な働き方をする労働者にとって、柔軟にテレワークを行うこと

が可能となる。（※ このほか、事業場外みなし労働時間制を適用するための要件について明確化） 

＜テレワークにおける労働時間管理の工夫＞ 

○ 労働時間の把握については、「労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべき措置に関するガイドライン」を踏まえ、次

の方法によることが考えられる。 

・ パソコンの使用時間の記録等の客観的な記録を基礎として、始業及び終業の時刻を確認すること（テレワークに使用する 

情報通信機器の使用時間の記録等や、サテライトオフィスへの入退場の記録等により労働時間を把握） 

・ 労働者の自己申告により把握すること（※ 労働時間の自己申告に当たっては、自己申告制の適正な運用等について十分な 

説明を行うこと、労働者による労働時間の適正な申告を阻害する措置を講じてはならないこと等の留意点を記載）。 

○ テレワークに特有の事象の取扱い 

◇ 中抜け時間（※ 把握する際の工夫方法として、例えば一日の終業時に、労働者から報告させることが考えられることや、

中抜け時間について、休憩時間として取り扱い終業時刻を繰り下げたり、時間単位の年次有給休暇として取り扱うことも、始

業及び終業の時刻の間の時間について、休憩時間を除き労働時間として取り扱うことも可能であることを記載）。 

◇ 長時間労働対策・・・ テレワークによる長時間労働等を防ぐ手法としては、次のような手法が考えられる。 

・ メール送付の抑制等やシステムへのアクセス制限等 

・ 時間外・休日・所定外深夜労働についての手続 ：労使の合意により、時間外等の労働が可能な時間帯や時間数をあらかじ 

め使用者が設定する等 
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